  意　見　書
経企第１２－０１８５号
平成１２年１１月６日
電気通信審議会

  電気通信事業部会長   御中
　　　　　　　　　　　　　　　　              　郵便番号　104-8508

             　　　　  　　　　　　　　　　　住　　所　 eq \o\al(\s\up 17(とうきょうとちゅうおうくはっちょうぼり     ちょうめ           ばん     ごう),東京都中央区八丁堀四丁目７番１号)
　　　　　　             　　　　　　　　　　　　氏　　名　 eq \o\ad(\s\up 15(にっぽんて　れ　こ　む　かぶしきがいしゃ),日本テレコム株式会社)
　　　　　　　　　　　　             　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(\s\up 16(だいひょうとりしまりやくしゃちょう        むら  かみ       はる  お),代表取締役社長　村上　春雄)
電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続細則第２条の規定により、平成１２年１０月２０日付け郵通議第３１３３号で公告された接続約款案に関し、別紙のとおり意見を提出します。

＜総論＞

  インターネットサービスの普及に伴い、低廉で高速なアクセス回線としてＤＳＬサービスの普及が早急に望まれております。そのような状況の中、平成12年8月31日付け答申「コロケーション条件の整備に係る電気通信事業法施行規則の一部改正」及び「加入者回線等アンバンドルに係る電気通信事業法施行規則及び指定電気通信設備の接続料に関する原価算定規則の一部改正」において、ＭＤＦ接続による加入者回線等のアンバンドル及び指定電気通信設備との接続に係るコロケーションの手続等に関するルール整備が行われた事は、ＤＳＬサービスの普及を促す上で、その意義を大きく評価致します。

  また、それらの内容が、今回東西ＮＴＴの接続約款において規定されるにあたり、このような形で意見を提出する機会を与えていただいたことを厚くお礼申し上げます。

  しかしながら、接続約款に規定する内容において、電気通信審議会答申と照らし合わせ、更に考慮して頂きたい点もあると考えており、下記の通り各論にて具体的要望を述べさせて頂いておりますので、よろしくお取り計らい願います。

＜各論＞

１．コロケーション等に関する手続の規定

（１）接続事業者が自前工事・保守を行う場合の手続等に関して

（接続申込者等が接続に必要な装置等の設置又は保守を行う場合の立入り）

＜第９２条の３＞

 接続申込者又は接続に必要な装置等の設置若しくは保守を行う者としてその接続申込者が指定した者（その接続に必要な装置等以外の設備にわたる作業を行う場合にあたっては、当社が別に定める当社の通信用建等において工事若しくは保守を行うことができる団体の基準を満たす団体の被用者に限ります。）は、接続に必要な装置等の設置又は保守のために当社の通信用建物等に立ち入ることができます。 ．．．．．．．（中略）．．．．．．．．．次の各号に規定するときは、当社が指定する立会者が立ち会うことを要します。

(1) その設置又は保守を料金表第２表第１（工事費）２（工事費の額）２－４（２－３に適用する作業単金）に規定する平日昼間以外の時間帯に実施するとき。

(2) その設置又は保守に係る作業のうち、当該装置等を当社の通信用建物に搬入するとき、当該装置を当社の電気通信設備若しくは電力設備に接続し若しくは切断するときその他当社又はその接続申込者以外の他事業者が設置する電気通信設備に支障を与えるおそれがある作業を行うとき。

(５)その設置又は保守を行う当社の通信用建物が当社の指定電気通信設備の保守作業を実施す
    る者が常時滞在しないものであり、かつ、その通信用建物への入退室を自動的に管理する

    装置が設置されていないものであるとき。

(６)その設置又は保守に係る作業を行う者が属する団体が当社の通信用建物等において工事又

    は保守を行ったことがなく、その設置又は保守に係る作業によって当社又はその接続申込

    者以外の他事業者が設置する電気通信設備に支障を与えるおそれがあるとき。



【要望】

  ①「工事及び保守を行うことができる団体の基準」について、明確に示していただくことを要望します。その際、東西ＮＴＴから実質的な工事業者の指定が行われる事のないよう要望します。

　②(1)に「設置又は保守を平日昼間以外の時間帯に実施するときは、東西ＮＴＴが指定する立会者が立ち会うこと」とありますが、平日昼間以外（平日夜間・深夜及び土日祝日昼夜間・深夜）において、特別に立会いが必要な理由を明確にしていただきたいと考えます。基本的には、(5)によって「設置・保守を実施する者が常時滞在しないもの」及び「通信用建物への入退室を自動的に管理する装置が設置されていないもの」に関する立会いの規定がなされていれば、時間帯別により立会いの規定を設ける必要性は無いと考えます。

③(2)(6)において「設置又は保守に係る作業によって当社又はその接続申込者以外の他事業者が設置する電気通信設備に支障を与えるおそれがあるときは、東西ＮＴＴが指定する立会者が立ち会うこと」とありますが、その基準が曖昧で恣意的に運用が行われる可能性があると考えます。立会いが必要な場合は、接続申込者等にその理由を文書にて具体的に明示する必要があると考えます。

（２）コロケーションに係る費用負担額について

＜第１０章 料金等＞ 

（手続費の支払い義務）

＜第６８条＞

 協定事業者は次の各号の場合には料金表第２表第２（手続費）に規定する手続費の支払いを要します。

(８)その協定事業者が、第１０条の２（事前照会）の規定により、相互接続点を設置しようと

    する当社の通信用建物又はその通信用建物から工事可能な最も近い当社の指定するマンホ

    ール等までの間の管路若しくはとう道に関する情報の提供を受けたとき。
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【要望】

 「事前照会」による情報提供の請求に関しては、1件の請求ごとに情報調査費としての手続費の支払いが規定されております。しかし、現在は「相互接続点調査」においても、手続費として調査1件ごとに費用を要する旨が東西ＮＴＴの接続約款に規定されております。よって「事前照会」と「相互接続点調査」において、手続費の二重取りにならないよう考慮するとともに、手続き費の請求にあたっては、それぞれの作業内容を項目として具体的に明示していただくことを要望します。

＜第１０章 料金等＞

（手続費の支払い義務）

 ＜第６８条＞

 協定事業者は次の各号の場合には料金表第２表第２（手続費）に規定する手続費の支払いを要します。

(９)その協定事業者が当社の通信用建物において接続に必要な装置等を設置する場合であっ
    て、当社がその接続に必要な装置等を設置する場所までの配線その他の設備の設計、その

    設置に係る通信用建物において近接した時期に行われる他の工事との工事調整、その協定

    事業者が行った接続に必要な装置等の設置の結果の確認その他接続に必要な装置等の設置

    に付随した作業を行なったとき。
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【要望】

接続事業者が自前工事・保守を行なう場合、手続費として「自前工事調整作業費」を東西ＮＴＴに支払う義務が規定されていますが、作業１件ごとに費用を規定した場合、その作業内容が不明確で不当に高い作業費が請求される恐れがあると考えます。よって、具体的な作業項目を明示し、その作業時間に見合った費用を接続事業者に請求することが必要であると考えます。

＜第１０章 料金等 第６８条＞

 協定事業者は次の各号の場合には料金表第２表第２（手続費）に規定する手続費の支払いを要します。

(１０)第９２条の３（接続申込者が接続に必要な装置等の設置又は保守を行なう場合の立入

      り）第１項の規定により、協定事業者が接続に必要な装置等の設置又は保守のために当

      社の通信用建物等に立ち入った場合に当社が指定する立会者が立ち会ったとき。
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＜附則＞

 （立会費の見直し）

２ 料金表第２表第２（手続費）２（手続費の額）２－１（手続費）の表中第８欄に規定する立会費は、この改正規定の実施の日から１年以内にその額を見直すものとします。


【要望】
  立会費の算定は、作業単金（平日昼間８，８４４円／１時間、土日祝日深夜１１，７１５円／１時間）×作業時間により算定されております。しかしながら、作業単金は、実際に東西ＮＴＴの社員が保守業務を行なう際のベースであり、立会いという作業内容に即した料金が設定されていないと考えます。また、実際の作業は東西ＮＴＴ社員以外の作業員が行うことも考えらると認識しています。したがって、実際の作業内容に即した料金としていただくよう、作業時間の適正性も含め再検討していただきたいと考えます。

  また、立会費の見直しに関して「改正規定の実施の日から１年以内に」とありますが、その時期については出来る限り早期に実施することが必要であると考えます。

（３）標準的期間について
【要望】   

      今回の東西ＮＴＴ接続約款の変更にあたっては、コロケーションの請求からその実現までに要する標準的期間に関する変更がなされていないと認識しております。

     平成１２年８月３１日付け答申「コロケーション条件の整備に係る電気通信事業法施行規則の一部改正」にあるように、「①コロケーションの請求から結果の回答までの期間」「②結果の回答から工事着手までの期間」「③工事の期間」に分けて標準的期間を設けることにより、早急に手続期間の短縮化を行っていただくよう要望します。

２．ＤＳＬに関する規定

（１）情報開示について

第9章

（接続の中止）

＜第６１条＞

 ３ 当社は、協定事業者がＤＳＬ回線と接続する場合において、ＤＳＬ回線を含む端末系伝送路設備（以下、本状において「端末回線伝送路設備」といいます。）を撤去するときには、接続を中止します。この場合において、当社は、端末回線伝送路設備の撤去開始の原則４年前（．．．．．．中略．．．．．．．．）までに、その情報を協定事業者に提供するものとし、当社がＤＳＬ回線を撤去する際には、撤去前に利用しているＤＳＬサービスと利用面、品質面等において同等又はそれ以上のサービスと契約者が考える端末回線（光信号のものに限ります。）を使用した新たな代替サービス等（．．．．(中略)．．．．）を協定事業者が即座に提供することを可能とするものとします。ただし、以下の各号に規定する場合はこの限りでありません。

（２）天災、事変その他非常事態による端末回線伝送路設備の多大な損傷により、当社がその端末回線伝送路設備の代替に光信号方式の伝送路設備（以下、光ファイバといいます。）を敷設することを決定し、速やかに明確な理由及び根拠とともに、その伝送路設備の撤去に関する情報を通知した場合


【要望】

      第６１条（２）にあるように、天災・事変等により端末回線伝送路設備の代替として光ファイバを敷設することが急遽決定されることを鑑み、既にＤＳＬサービスを利用していたユーザーが、光ファイバ化に際してそのサービスと同等以上のサービスへスムーズに移行できるよう、光ファイバのアンバンドル化を早急に進めておくことが必要と考えます。

第15章

（ＤＳＬ回線等に係る情報の提供）

＜第９４条の３＞

 当社は、ＤＳＬサービスを提供する協定事業者から次の各号に規定する当社が管理するＤＳＬ回線の情報の提供を求められた場合は、その情報を提供します。

（２）ＤＳＬサービスの契約者の利用開始時、ＤＳＬ回線故障時、回線調整後における協定事業者が接続するＤＳＬ回線ごとの収容状況（当該回線の同一、隣接又はひとつ飛びカッド若しくはサブユニット（プラスチック絶縁ケーブルにおいて、５つのカッドで構成する単位をいいます。）に収容されている状況をいいます。）
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【要望】

      ＤＳＬ回線ごとの収容状況に関する情報提供について、これまで故障・苦情の申告時に際しては、ＮＴＴ東日本から無料で情報提供をしていただいていたと認識しております。今回の変更により手続費としての支払い義務が発生することになりますが、その算出根拠を明確にした上で手続費の是非についてあらためて議論することを要望します。

（２）「帯域分割端末回線伝送機能」（ラインシェアリング）の接続料について

【要望】

  平成12年8月31日付け答申「加入者回線等のアンバンドルに係る電気通信事業法施行規則及び指定電気通信設備の接続料に係る原価算定規則の一部改正」において、東西ＮＴＴが接続料を記載すべき単位である機能の追加設定が行われましたが、今回の東西ＮＴＴ接続約款変更において、＜料金表 第１表（接続料金） 第1（網使用料） 2（料金額） 2-1（端末回線伝送機能）＞に変更が反映されていないと認識しております。これについては、同答申の考え方11（下記参照）に添った形で早急に接続約款に規定していただくことを要望します。    



（３）技術的条件集別表について

＜技術的条件集別表２４．１、ＤＳＬ接続インタフェース仕様、（局内インタフェース１）＞

 １ インタフェース条件

   上位レイヤ仕様（IP over ATM仕様）は、別表24.6における上位レイヤ仕様（IP over ATM仕様）を参照する。   

＜技術的条件集別表２４．６、ＤＳＬ接続インタフェース仕様、（局内インタフェース４）＞

 [参照規格一覧]

 １ インタフェース条件



【要望】

  今後、ＤＳＬサービスを展開していくにあたり、より経済的な接続の選択が可能となるよう、＜技術的条件集別表２４．１、ＤＳＬ接続インタフェース仕様、（局内インタフェース１）＞におけるインタフェース条件について、「IP over ATM仕様」以外に下記の２つの条件を追加していただくことを要望します。

1 ITU-T I.431a（1.5M UNI）

2 IEEE 802.3 (イーサネット100Base-FX）

  また、＜技術的条件集別表２４．６、ＤＳＬ接続インタフェース仕様、（局内インタフェース４）＞の[参照規格一覧]において、上記２つの条件を追加していただくとともに、必要なインタフェース条件の追加もしていただくよう要望します。

以上

別  紙











＜平成12年8月23日提出「電気通信事業法施行規則及び指定電気通信設備の接続料に係る原価算定規則の一部改正案」に対する弊社意見書より＞


・端末回線伝送機能の接続料については、電話サービスを東西NTTが提供する場合、東西NTTの電話基本料で端末回線のコストは全額回収されていると理解しております。したがって、端末回線伝送機能料を接続約款に規定するにあたっては、二重取りが生じないように算定根拠を十分に検証する必要があると考えます。具体的には、接続業者の負担はゼロ、もしくはDSLサービスの重畳を行なうために必要な追加コストのみに限定されるべきであると考えます。





＜平成12年8月31日付け答申「加入者回線等のアンバンドルに係る電気通信事業法施行規則及び指定電気通信設備の接続料に係る原価算定規則の一部改正」における「考え方11」＞


・帯域分割端末回線伝送機能の接続料の原価算定において、東西ＮＴＴの施設設置負担金や基本料のような利用者料金で回収されるべき費用など、接続と直接関係のない費用が含まれることがあってはならない。
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				(2)相互接続点設置場所に係る情報調査費 ソウゴセツゾクテンセッチバショカカジョウホウチョウサヒ		相互接続点を設置しようとする通信用建物又はその通信用建物から工事可能な最も近い当社の指定するマンホール等までの間の管路若しくはとう道に関する情報の提供する場合に要する費用 ソウゴセツゾクテンセッチツウシンヨウタテモノマタツウシンヨウタテモノコウジカノウモットチカトウシャシテイトウアイダカンロモミチカンジョウホウテイキョウバアイヨウヒヨウ		１件ごとに １ケン
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				＜料金表 第2表 第2（手続費） 2（手続費の額） 2-2（2-1以外の手続費）＞ イガイ

				区分 クブン				単位 タンイ

				(３)自前工事調整等作業費 ジマエコウジチョウセイトウサギョウヒ		接続申込者が接続に必要な装置等を設置する場合において、その設置に付随する設計、工事調整、接続に必要な装置等の設置の結果の確認その他の作業に要する費用 セツゾクモウシコミシャセツゾクヒツヨウソウチトウセッチバアイセッチフズイセッケイコウジチョウセイセツゾクヒツヨウソウチトウセッチケッカカクニンソノタサギョウヨウヒヨウ		１件ごとに １ケン






_1034607470.xls
Sheet1

		2-2  2-1以外の手続費 イガイテツヅキヒ

		＜料金表 第2表 第2（手続費） 2（手続費の額）2-1（手続費）＞ リョウキンヒョウダイ２ヒョウヒョウダイテツヅキヒテツヅキヒガクテツヅキヒ

				区分 クブン				単位 タンイ		手続費の額 テツヅキヒガク

		(8)立会費 タチアイサギョウヒ		当社が指定する立会者の立会いに要する費用 トウシャシテイタチアイシャタチアイヨウヒヨウ		ｲ 第９２条の３第１項に基づく立会いを行なう場合（接続に必要な装置等を設置する場合に限ります。）であって、その設置に着手するに当たって当社とその設置作業の内容について確認及び調整を行う場合 ダイ９２ジョウダイ１コウモトタチアイオコバアイセツゾクヒツヨウソウチトウセッチバアイカギソノセッチチャクシュアトウシャセッチサギョウナイヨウカクニンオヨチョウセイオコナバアイ		１回ごとに カイ		14,743円 エン
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		＜料金表 第2表 第2（手続費） 2（手続費の額）2-1（手続費）＞ リョウキンヒョウダイ２ヒョウヒョウダイテツヅキヒテツヅキヒガクテツヅキヒ

				区分 クブン		単位 タンイ		手続費の額 テツヅキヒガク

		(10)端末回線収容状況調査 タンマツカイセンシュウヨウジョウキョウチョウサ		第94条の3（DSL回線等に係る情報の提供）第2号の規定により、当社が収容情報に関する情報提供を行う場合の調査に要する費用 ダイ９４ジョウカイセントウカカジョウホウテイキョウダイ２ゴウキテイトウシャシュウヨウジョウホウカンジョウホウテイキョウオコナバアイチョウサヨウヒヨウ		１回線ごとに カイセン		929円 エン






